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「公文書の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」 

開催状況（議題等） 

（前回報告以降） 

 

 

第９回：平成１７年３月２２日（火） 

○懇談会報告（平成１６年６月）を受けた取り組みについて 

○海外調査報告 

○今後の検討課題と検討の進め方について 

 

第１０回：平成１７年８月４日（木） 

○「「公文書の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」の開催について」 

（平成１５年１２月５日 官房長官決定）の変更について 

○懇談会報告を受けた取組みにおける進展状況について（報告） 

○研究会の検討状況について 

 （１）公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する研究会の検討

状況について 

 （２）電子媒体による公文書等の管理・移管・保存のあり方に関する研究会の

検討状況について 

○今後の懇談会の運営について 

 

第１１回：平成１８年１月６日（金） 

○平成１８年度予算内示結果について 

○研究会の検討状況について 

 （１）公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する研究会の検討

状況について 

 （２）電子媒体による公文書等の管理・移管・保存のあり方に関する研究会の

検討状況について 

 

第１２回：平成１８年４月２０日（木） 

○フランス出張報告について 

○公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する報告について 

○電子媒体による公文書等の管理・移管・保存のあり方に関する報告について 

○懇談会報告について 

 



第１３回：平成１８年６月１日（木）  

○懇談会報告について 

 

第１４回：平成１８年６月２２日（木）  

○懇談会報告について 

 



「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」の開催について

平成１５年１２月５日

内 閣 官 房 長 官 決 定

改正 平成１７年７月２９日

１．趣 旨

国の機関が作成し、又は取得した公文書等は、組織の活動記録であるだけでな

く、国民にとっても貴重な記録であり、我が国の歴史を後世に伝えるための資料

として不可欠なものであることから、これを体系的に保存することは、国の責務

である。

公文書等を適切に管理し、後世に残すべき価値のある歴史的に重要な公文書等

の体系的な保存を行うとともに、国民の利用に供するための制度を整備すること

は、我が国における重要な課題である。

このため、「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」(以下「懇談

会」という。)を開催し、諸外国の現状等を踏まえつつ、我が国にふさわしい公文

書等の管理、保存及び利用に係る制度の在り方を検討することとする。

２．構成員

別紙のとおり。

ただし、必要に応じ、他の関係者の出席を求めることができる。

３．開催期間

懇談会は、随時開催する。

４．庶 務

懇談会の庶務は、関係機関の協力を得て、内閣府大臣官房管理室において処理

する。



（別 紙）

「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会 」 名簿

座 長 尾 崎 護 財団法人矢崎科学技術振興記念財団理事長

宇 賀 克 也 東京大学大学院法学政治学研究科教授

加賀美 幸 子 千葉市女性センター名誉館長

加 藤 陽 子 東京大学大学院人文社会系研究科助教授

小 谷 宏 三 平成国際大学法学部教授

後 藤 仁 神奈川大学法学部教授

三 宅 弘 弁護士・獨協大学法科大学院特任教授

山 田 洋 一橋大学大学院法学研究科教授

※ オブザーバーとして、独立行政法人国立公文書館長及び総務省大臣官房審

議官（行政管理局担当）



研究会開催状況（議題等） 

 

「公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する研究会」 

 

第１回：平成１７年５月２７日（金） 

〇研究会趣旨説明 

〇懇談会報告（平成１６年６月）の概要説明 

〇国の行政機関における文書管理について（総務省行政管理局） 

〇外国における現用文書管理と集中管理のしくみについて 

 

第２回：平成１７年７月１５日（金） 

〇各省庁における文書管理の実態について（内閣府、文部科学省） 

〇公文書の中間段階における管理について（沖縄県等） 

〇集中管理の論点について 

 

第３回：平成１７年９月７日（水） 

〇国立公文書館内見学及び業務説明 

〇第１０回懇談会（平成１７年８月４日）での議論の概要について 

 

第４回：平成１７年１０月１４日（金） 

〇歴史的に重要な公文書の確実な保全のための集中管理の仕組みについて

（論点１） 

〇集中管理下における情報公開法への対応について（論点２） 

 

第５回：平成１７年１１月４日（金） 

〇移送の基準、評価選別の方法・時期、廃棄のあり方について（論点３） 

〇移送元省庁等からの行政利用の仕組みについて（論点４） 

〇歴史的に重要な公文書の確実な保全のための集中管理の仕組みについて

（論点１） 

〇集中管理下における情報公開法への対応について（論点２） 

 

第６回：平成１８年２月９日（木） 

〇第１１回懇談会（平成１８年１月６日）における議論の概要について 

〇各省庁現用文書推計調査結果概要について 

〇公文書の中間段階における集中管理のあり方に関する報告（たたき台）につ

いて 

 



第７回：平成１８年３月１０日（金） 

〇公文書等の中間段階における集中管理のあり方に関する報告（案）について 

 

 

「電子媒体による公文書等の管理・移管・保存のあり方に関する研究会」 

 

第１回：平成１７年６月１０日（金） 

〇研究会趣旨説明 

〇懇談会報告（平成１６年６月）の概要及び論点の説明 

〇電子政府構築に向けた取組について（総務省行政管理局） 

 

第２回：平成１７年７月２１日（木） 

〇外国における電子化と公記録のライフサクルの変容 

〇ウェッブページの移管について（国立国会図書館） 

〇行政現場における電子化の進展及び文書管理規程との関係（内閣府企画調

整課情報システム室） 

 

第３回：平成１７年９月７日（水） 

〇国立公文書館館内見学及び業務説明 

〇第１０回懇談会（平成１７年８月４日）での議論の概要について 

 

第４回：平成１７年１０月２４日（月） 

〇豪州出張について 

〇電子公文書の適切な移管時期及び移管方法は、どのようなものか（論点３） 

〇国立公文書館がウェブ上の歴史的に重要な公文書等を適切に保存していく

ためにはどのようにすべきか（論点４） 

 

第５回：平成１７年１２月５日（月） 

〇豪州出張報告 

〇電子公文書の特性を踏まえて、講ずべき長期保存上の措置はどのようなこと

か。その場合の技術的課題は何か（論点１） 

〇どのような電子公文書（種類、段階・範囲、属性）を保存対象とするか。その

場合原本とは何か。原本性を確保するための技術的課題は何か（論点２） 

〇電子公文書の適切な移管時期及び移管方法はどのようなものか（論点３） 

 

第６回：平成１８年２月２３日（木） 

〇第１１回懇談会（平成１８年１月６日）における議論の概要について 

〇各省庁現用文書推計調査結果概要について 

〇電子媒体による公文書等の管理・移管・保存のあり方に関する報告書（たた



き台）について 

 

第７回：平成１８年３月１４日（火） 

〇電子媒体による公文書等の管理・移管・保存のあり方に関す報告（案）につい

て 

 



  

公文書等の管理・移管・保存施策に関する研究について  

 

                        平成１７年５月１１日 

                      内閣府大臣官房管理室  

 

１ 研究会の開催 

  平成１６年６月の内閣官房長官の下に置かれた「公文書等の適切な管理、

保存及び利用に関する懇談会」（以下「懇談会」という。）の報告を受け、①

公文書等の中間段階における集中管理の仕組み、②電子媒体による公文書等

の管理・移管・保存のあり方について、さらに議論を深めることとし、研究

会を開催する。 

 

２ 構成員 

  別紙のとおり。 

 

３ 運営等 

（１）研究会には、関係機関等からオブザーバー等の参加を得ることができる。 

（２）研究会の庶務は、大臣官房管理室が行う。 

（３）大臣官房管理室長は、研究会の運営に当たり、必要に応じ、独立行政法

人国立公文書館の協力を求めることとする。 



  

                            （参考１） 

 

研究会の運営について 

 

１ 議事 

  座長は、研究会の進行を務める。 

 

２ 書面による意見の提出 

  都合により研究会を欠席する委員は、座長を通じて、付議される事項につ

き、書面により意見を申し出ることができる。 

 

３ 議事の公表 

  研究会は原則として非公開とし、議事要旨を内閣府のホームページにて公

表する。 

  なお、研究会での配布資料については、原則として研究会終了後速やかに

公表する。 

 



  

（参考２） 
 
 

研究会委員名簿（平成１７年５月現在） 
 
 
（公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する研究会） 
氏名 所属 備考 
後藤 仁 
菅野育子 
高橋滋  
瀧上信光 
富永一也 
牧原出 
目加田説子 

神奈川大学教授（元神奈川県立公文書館長） 
愛知淑徳大学文学部教授 
一橋大学法学部教授 
千葉商科大学政策情報学部教授 
沖縄県立公文書館主任専門員 
東北大学法学部助教授 
中央大学総合政策学部教授 

（中間）◎ 
（中間） 
（中間） 
（中間） 
（中間） 
（中間） 
（中間） 

 
 
（電子媒体による公文書等の管理・移管・保存のあり方に関する研究会） 
氏名 所属 備考 
縣公一郎 
小川千代子 
杉本重雄 
三輪真木子 
山田 洋 
（オブザーバー） 

本田 実 

早稲田大学政治経済学術院教授 
記録管理学会副会長 
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科教授 
メディア教育開発センター教授 
一橋大学法学部大学院教授 
 
内閣府 CIO補佐官 

（電子） 
（電子） 
（電子） 
（電子） 
（電子）◎ 
 
（電子） 

 
 
（注） 
５０音順 
◎は、座長（内閣官房長官の懇談会委員） 
 

 



 

 

 

 

 

 

公文書等の適切な管理、保存及び利用のための体制整備について 

－未来に残す歴史的文書・アーカイブズの充実に向けて－（抄） 

（注：本報告書関係部分） 

 

３ 必要な取組 

（５）いわゆる「中間書庫」システムについて 

① 行政文書が必要に応じて作成され、その現用段階から適切に保管される

ことは、行政機関の保管する歴史資料として重要な公文書等が国立公文書

館に移管される前提である。作成から移管に至るまでの間の公文書等の散

逸防止に万全を期するためには、類型的に歴史資料として重要である可能

性が高いと考えられる一定の公文書等については、散逸に係るリスクをあ

らかじめ回避するための仕組みを設けることが必要である。 

② このための措置として、諸外国の多くや神奈川県など先進的な地方自治

体においては、行政文書の保存期間が満了する前から、各行政機関の文書

作成部局が個別に保管している行政文書を省庁横断的に公文書館が集中管

理するシステムがとられている。 

例えば、米国やカナダでは、全行政機関の「半現用文書」（日常の業務に

は直接利用されることはないが業務参考や証拠等として利用される可能性

がある状態になった文書）を業務の現場から移動させ保管する施設（レコ

ードセンター）を国立公文書館が整備運用している。米国では全国に１５

個所あり、その保存維持を専門職員に任せることで、行政機関のスペース

の有効利用と現場業務の軽減化、長期間保存すべき文書の適切な保管、さ

らに文書が必要となった場合の迅速な対応が可能な体制を整備し、行政の

効率化やコスト削減を行っている。保存期間を満了した文書の廃棄や公文

書館への移管手続についてもレコードセンターの職員が文書を作成した組

織と協議の上行っている。また、情報公開についても文書を作成した機関

の指示に従って行っている。文書作成課から要請があった文書は２４時間

以内に配送される。 

③ このようなシステムを仮に「『中間書庫』システム（仮称）」と称するな

らば、「中間書庫」システムの構築により、歴史資料として重要なものとし

て国立公文書館に移管する必要があると認められることとなる可能性の高

い公文書等について、あらかじめ省庁横断的な集中管理下に置くことによ

り、国立公文書館に移管する前の段階から散逸防止の徹底を図るとともに、

国立公文書館への移管までの間、良好な環境下で保管しつつ評価・選別を

行いうることになる。また、各行政機関にとっても、行政文書を分担保管

する場合に比べて、必要なスペースや労力などの行政コストの削減が期待



 

 

でき、行政効率化に資する。こうした観点から、我が国においても現用文

書の省庁横断的な集中管理を行う「中間書庫」システムを早急に構築する

ことが求められる。 

④ どのような公文書等を「中間書庫」システムの対象とするかについては、

国立公文書館への移管基準の見直しと併せて検討する必要があるが、保存

期間３０年以上の文書、閣議請議文書、部局長以上の決裁文書、特定政策

事項関連文書として指定されたものなど早い段階で移管すべきものとされ

たものが考えられる。一般的に言えば、行政機関（行政機関以外の「国の

機関」を含むことも考えうる。）が保管するすべての行政文書を対象とする

ことは費用対効果の観点からは合目的的ではなく、歴史資料として重要で

ある可能性の高い一定の類型の文書に限定してよいと考えられる。 

また、例えば内閣官房に臨時に置かれる事務局や室等が作成・保管する

行政文書などは、重要な政策決定過程等が記録され歴史資料として重要で

ある可能性が高いと考えられる反面、当該事務局等が廃止された後には現

用文書として頻繁に利用される可能性は低いと考えられる。一方、散逸の

危険は通常の文書以上に高いからこのような公文書等は「中間書庫」シス

テムでの管理に特になじんだ類型であるといえよう。 

⑤ 公文書等を「中間書庫」システムの管理下に置く時期については、公文

書等の作成後一定期間（例えば、日常の業務には直接利用されることはほ

とんどなくなることの多い３年程度）を経過した後を原則とするが、現用

文書として国の機関において活用する頻度が文書により異なりうることに

かんがみ、ある程度の幅を持たせることが現実的である。 

⑥ 「中間書庫」システムの活用を個々の国の機関の任意とするか義務的な

ものにするかについては、公文書等の散逸防止等「中間書庫」を設置する

目的に照らせば原則として義務付けることも考えられるが、国の機関にお

ける事務の適正かつ効率的な遂行等の要請にもかんがみ、制度発足当初は

一定の原則の下である程度の柔軟性を持ったものとすることが現実的であ

る。 

⑦ 「中間書庫」システムの管理主体としては、諸外国では国立公文書館が

担っており、「中間書庫」における保管と評価・選別という機能に則して考

えれば、このような業務に最も習熟し、知識と技能を有する国立公文書館

が行うことが考えられるが、現在の公文書館制度、とりわけ、国立公文書

館法等を前提とすれば、内閣総理大臣とすることが現実的である。 

「中間書庫」システムは、「歴史資料として重要である可能性の高い一定

の公文書等について保存期間満了前から省庁横断的に集中管理し、その散

逸を防ぎつつ良好な環境の下で保管し評価・選別するためのシステム」で

あり、国立公文書館法第１５条第１項に規定する「国の機関の保管に係る

歴史資料として重要な公文書等の適切な保存のために必要な措置」に当た

りうるものと解されるからである（閣議決定の改正又はこれに準じた「定

め」が必要である）。 



 

 

 他方、国立公文書館を管理主体とするためには、法律改正が必要ではな

いかと考えられる。保存期間の満了と現用・非現用の区別を一致させてい

る現在の考え方の下では、中間書庫システムは、国立公文書館法において

国立公文書館の業務の対象である「公文書等」から除かれている「現用」

文書を保管するものであるからである。（国立公文書館に行政機関から移管

される行政文書は保存期間が満了したものに限定され（施行令第１６条第

１項第８号）、他方、国立公文書館が内閣総理大臣から移管される公文書等

は現用のものが除かれている（国立公文書館法第２条、第１５条第２項及

び第４項））。 

なお、情報技術及び電子政府化の急激な進展を踏まえ、電子媒体による

文書が主流となった場合には、行政情報公開法上の「保存期間」と国立公

文書館への公文書等の移管のメルクマールとなる「現用・非現用」を一致

させるべき論理的必然性があるわけではないので、デジタルアーカイブ化

の推進や電子媒体の取扱い等に係る検討の進行状況も踏まえつつ現用・非

現用の区別は、検討を加える必要がある。あわせて、電子媒体による文書

の中間書庫等における長期保存システムの構築に向けて検討を開始すべき

である。 

いずれにせよ、内閣府に「中間書庫」システムを設置する場合には、国

立公文書館が持つ知識と技能を的確に活用する方策を検討すべきである。

また、「中間書庫」システムの管理下に置かれる公文書等は、「現用のもの」

ということになるので、「中間書庫」システムの構築に当たっては、業務上

の必要に応じて各行政機関が「中間書庫」システム管理下にある行政文書

を適時適切に参照できるような仕組み、情報公開請求にあたっての適切な

対応体制等を整える必要がある。 

 

（９）情報技術及び電子政府化の急激な進展への対応 

ウ 電子媒体の移管・保存方法等の検討 

近年の情報技術の進展には目覚しいものがあり、それに対応して、各府

省でも、文書管理システム等の利用を促進しているところである。インフ

ラの整備に伴い、今後、各府省において電子化された文書を原本とする公

文書等が急速に増加することが見込まれる。電子媒体である公文書等につ

いても、紙である公文書等と同様に歴史資料として国立公文書館に移管・

保存しなければならないのは当然のことであり、その仕組み、方法等につ

いて、検討する必要がある。その際には、マイグレーション（旧システム

から新システムへのプログラム・データの移行・変換）等の措置について

も検討する必要がある。 

近年行政機関のホームページが急速に充実しているが、ホームページに

掲載されたものであっても行政機関の職員が職務上作成した文書は、公文

書等であるから、本来国立公文書館に移管されるべきものである。米国で

もクリントン政権のもとで運営されていたホワイトハウスのホームページ



 

 

は、ブッシュ政権の発足時にそっくり国立公文書館に移管された上で、引

き続き閲覧可能な状態となっている。 

電子媒体である公文書等の移管・保存・利用については、諸外国におい

ては体制整備が急速に進みつつあるが、技術的に詰める点が多いことから、

各府省の文書管理担当者との連携・協力を図りつつ、別途検討の場を設け

て本格的な検討を行うことが望ましい。 

 



併用型中間書庫システム（イメージ）

府省等共用中間書庫

（内閣府の附属施設）

（ex. 既存空き庁舎の活用）

（
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）
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府

Ａ省 Ｃ省Ｂ省

（府省別）中間書庫
＜体制＞
・専門家
・一般職員
・専門職（行政経験豊
かな者等）

（
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）

Ｄ省

（府省別）中間書庫
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・一般職員
・専門職（行政経験豊
かな者等）
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（凡例） 上図中，二重波線矢印は文書の移送及び移動，一点鎖線矢印は人事の派遣，点線矢印は運用業務の委託を示す。
（注１） 内閣府の平成１７年度調査によれば，１８府省等中１２府省等で今後数年間に書庫容量の不足が見込まれる。
（注２） 共用中間書庫及び府省別中間書庫の専門職（ＯＢ）の配置は内閣府が行う。
（注３） 国立公文書館は，運用業務の委託を受け，専門家を共用中間書庫及び府省別中間書庫に派遣する。

（移
管
）

（共用書庫参加グループ）（注１） （自省書庫活用グループ）

事
務
の
委
嘱

＜体制＞
・専門家
・一般職員
・専門職（行政経験豊かな者等）
＜業務＞
・受入、整理
・リスト作成
・保管
・行政利用対応
・評価、選別
・移管

国立公文書館

概要：
全府省等共通基準(各府省等申合
せ)で統一的に規律（移送範囲・時期
・リスト規格等）

（メリット）
・散逸防止・移管促進に寄与
・法改正の必要なし
・スペースの有効活用（共用グ）

・初期投資が少ない（自省書庫グ）

・選択型で各府省が参加しやすい
・行政経験者を有効活用

国立公文書館国立公文書館

派
遣



中・長期的に目指すべき中間書庫システムの理想型（イメージ）

府省等共用中間書庫

（国立公文書館の附属施設）

（
制
度
を
所
管
）

国
立
公
文
書
館

Ａ省 Ｂ省

（
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送
）

（凡例） 上図中，二重波線矢印は文書の移送及び移動，一点鎖線矢印は人事の配置を示す。
（注１） 中間書庫の専門家及び専門職（ＯＢ）の配置は国立公文書館が行う。

（移
管
）

配置

＜体制＞
・専門家
・一般職員

＜業務＞
・受入、整理
・リスト作成
・保管
・行政利用対応
・評価、選別
・移管

概要：
全府省等共通基準(各府省等申合
せ)で統一的に規律（移送範囲・時期
・リスト規格等）

（メリット）
・専門家による十全な，整理・保存
・評価選別等・より効率的で好環
境の集中管理を実現
・散逸防止・移管促進に寄与
・スペースの有効活用

Ｃ省 Ｄ省

（
移
送
）



公文書の中間段階における
管理について

～地方公文書館の事例から～

２００７年７月１５日

沖縄県公文書館 富永一也

本報告の構成

１ Records Center (中間書庫）について

２ 地方における現用/半現用文書の集中管理

(1) 文書主管課による管理

(2) 公文書館による管理

３ 事例調査報告～積極的な現用文書管理

久喜市公文書館、川崎市公文書館



1 Records Center について

Records Center の定義

ICＡ（国際公文書館会議）の定義
最終処分待ちの半現用文書の維持と利用提供を

低コストで行える倉庫として通常特別に設計され、
建設された建物。中間的な保管庫、あるいはlimbo
とも呼ばれる。合衆国では現用文書もレコードセン
ターに保管される。
A building, usually specially designed, for the low-cost 
storage, maintenance and communication of semi-current records 
pending their ultimate disposal. Also called intermediate 
repository or limbo. In US, current records are also stored in 
a record center.

Dictionary of Archival Terminology (1988)



レコードセンター、中間書庫の概念図

・行政機関のスペースの
有効利用

・現場業務の軽減化

・長期保存文書の適切
な保管

・必要となった場合の迅
速な対応による行政の
効率化・コスト削減

『諸外国における公文書等の管理・保存・利用等にかかる実態調査報告書』P41より

記録のライフサイクルと中間書庫

省庁 中間書庫 公文書館

現用文書 半現用文書
業務参考資料

非現用文書

廃棄

リテンション・スケジュール
記録保存年限規定

保存

公開

作成

利用

整理

中間書庫の歴史 I

Herbert E. Angel によれば
1941年、戦時における記録保管スペース逼
迫により、アメリカに世界で最初のrecords 
centerができる。
→海軍省のrecords center。ビール工場の廃
屋利用。続いて陸軍もrecords center設置。
中間書庫の歴史については、“Archival Janus: The Records Center.” A 
Modern Archives Reader(Washington, D.C., 1984)を参照した.



中間書庫の歴史 II

海軍と陸軍は終戦時までに国内（陸軍の場
合は海外にも）に多くのrecords centerを建て
た。

イギリスでも同様に戦時中の必要性から、
Public Record Office職員が、ロンドンやそ
の周辺にrecords center を設けていった。

中間書庫の歴史 III
その後、カナダ、ニュージーランド、西ドイツ、
フランスと中間書庫の設置が続いた。
アメリカでは、戦後、国立公文書館が記録管
理の責任を負うことになり、records centerを
次々と建設。各省庁のrecords center を統合
していく。

各国のrecords center の共通点：
国のすべての省庁の記録を扱う
国立公文書館が管理運営



中間書庫は従来の保管庫
とは違うのか？

Angel は、古くからあるタイプの保管庫
(records storage depo)とは別物に進化した、
と主張。

理由

１ さまざまなスタンダードの発達

建物、書架、文書保存箱、防災、空調、温湿度管理

２ 業務のダイナミズム

文書の受け入れ、保存、整理、レファレンス、処分

中間書庫のメリット
行政職員にとってのメリット
-記録保管コストの削減
-専門職員による整理、保存、レファレンス（一般への
レファレンス含む）、処分

アーカイブズにとってのメリット
-整理・保存が適切になされているため、評価・選別が
しやすい
-ときとして、足りない書庫スペースを中間書庫で補う

*アーカイブズが未設置の場合、
設置されるまで中間書庫の スペースをアーカイブズ
代わりに使用できる 前出”Archival Janus”より



２ 地方における現用/半現用
文書の集中管理

地方における現用/半現用文書の集中管理

１ 文書主管課による管理

ポピュラー。文書完結後一定期間をおいて集中管理

（ただし、１年保存文書を除く）。公文書館による現用

/半現用文書管理とも両立する。

２ 公文書館による管理

２つのパターン

（１）永年（長期）文書の管理委任

（２）有期限文書の早期移送、管理（積極的管理）



地方における現用/半現用文書の集中管理

１ 文書主管課による管理

文書完結後一定期間をおいて集中管理。下表は文
書管理規程等に保存施設（場所）が特定されている
事例。

例

２年目文書保存管理室総務私学課沖縄県

２年目文庫文書課埼玉県

２年目文書庫総務学事課和歌山県

書庫

保管施設名

２年目総務課秋田県

完結後何年目?文書主管課府県名

文書主管課による現用文書の集中管理
沖縄県の事例

文書主管課： 総務部総務私学課

カバー範囲： 知事部局（ただし出先を除く）

完結後の年数と保管場所種別

２０年

１０年

５年

３年

廃
棄１年

1  2   3   4    5   6   7   8    9  10  11 12 13 14 15 16  17  18 19  20

主務課

書庫



沖縄県庁地下１階文書保存管理室
面積：583㎡ ハロゲン消火設備

文書保存管理室では、３・５・１０・２０
年保存文書が保存期間満了を待つ



５年保存文書

１０年保存文書



２０年保存文書

香川県・栃木県（永年）、新潟県・大分県（30年）３０年

京都府（永年）２５年

鳥取県・和歌山県（永久）、千葉県（長期）、愛知県（30年）２０年

群馬県・岐阜県（30年）、秋田県（永年）、埼玉県（11年以上）１０年

富山県（10年､永久）神奈川県（10,30年）５年

東京都（長期）３年

公文書館名（保存期間）作成後

地方における現用/半現用文書の集中管理

２ 公文書館による管理

（１） 半現用文書の引継ぎ（管理委任）
保存年限の長い文書が一定年限経過後に公文書館へ引継がれる例

２８都道府県のうち１６都府県で実施

注：（ ）以下の保存年限文書は、年限経過後に歴史資料としての評価・選別がなされる。

：長期≒永年（永久）≒30年

【各地方公共団体の文書管理規則等をもとに作成】



地方における現用/半現用文書の集中管理
２ 公文書館による管理

（２）有期限文書の早期移送、管理（積極的管理）

完結の翌々年度完結の翌々年度３年保存文書は満了
時、それ以上は完結

から５年

文書の

移送時期

１９９３．１０１９８４．１０１９９３．１１設置年月

１、３、５、１０、３０１、５、１０、３０１、３、５、１０、３０文書の種別

（保存期間）

７３，８６７ 人

H17.7.1推計人口

１，３１５，８６４ 人
H17.7.1推計人口

８，７７６，７２４ 人

H17.6.1推計人口
人口

市政令指定都市県レベル

久喜市公文書館川崎市公文書館神奈川県立公文書館

３ 事例報告-(1)

久喜市公文書館



久喜市公文書館

久喜市公文書館の設置の３つの契機

情報公開対応

文書庫の狭隘さの問題

（分散管理から集中管理へ）

市史編纂資料の保存



久喜市公文書館の設置経緯

平成3年（1991）12月
久喜市公文書館条例施行

平成4年（1992） 1月
市史編纂事業修了

平成5年（1993）10月
久喜市情報公開条例施行

久喜市公文書館開館

久喜市公文書館の機能

現用/半現用文書管理
ファイリング・システムの維持管理

情報公開対応窓口

行政利用対応

非現用文書への対応

評価・選別・整理

歴史的公文書の市民への提供
※その他、市政情報提供、広報広聴など



久喜市公文書館の書庫

１ 中間庫 333.67㎡・・・全体の58%

２ 一般保存庫 177.09㎡

３ 古文書収蔵庫 46.09㎡

４ マイクロフィルム収蔵庫 18.38㎡

久喜市公文書館中間庫
(面積：333.67㎡)



久喜市公文書館中間庫
(収納箱数： 8,406箱 H16.4現在)

久喜市公文書館中間庫
保存箱



久喜市公文書館の特色

(1)市のすべての機関をカバー
(2)すべての公文書が有期限
(3)保存年度2年目の公文書を中間庫に収め、
期間満了後も選別まで集中管理

(4)公文書館制度の主管課
(5)保存年限満了後の未選別文書は情報公開
に準じて公開

(6)選別された歴史的公文書は直ちに公開
（久喜市公文書館年報第9号より）



川 崎 市 公 文 書 館 シ ス テ ム

文書所管課

行政情報課
（区)総務企画課

作
成
指
導
・管
理文

書
引
継

文書搬入

市民等

情報公開請求

情報
公開

公文書の閲覧・貸出依頼

公文書の閲覧・貸出

現用公文書
保存・管理

公
文
書
館

歴史的公文書
等の公開請求

情報公開

歴史的公文
書等保存

歴
史
的
公
文
書

廃棄

情報公開担当

請
求
書
送
付

電子文書は、
搬入なし。
選別のみ公文
書館で行う。

選別

川崎市情報公開
制度推進委員会
分科会報告

資料３－２

引 継 ぎ ・ 廃 棄 の 流 れ

１ 第１種・第２種の場合

所管課 文書主管課 公文書館

廃棄

引継ぎ

所管課保存

所管課保存

総務局長承認

保存延長

総務局長承認

文書主管課
保存

総務局長承認

廃棄文書送付

公文書館
送付

引継ぎ
歴史的公文書
保存

廃棄

廃棄

文書主管課及び公文書館保存の公文
書についても、総務局長承認により保存
延長を行うことができる。



引 継 ぎ ・ 廃 棄 の 流 れ

２ 第３種の場合

所管課 文書主管課 公文書館

引継ぎ

所管課保存

所管課保存

総務局長承認

保存延長

総務局長承認

引継ぎ
歴史的公文書
保存

廃棄

廃棄

廃棄文書目録から
選別し、歴史的公
文書の送付を依頼

文書主管課
保存

総務局長承認

①廃棄文書目録送付

廃
棄

②文書送付依頼

③廃棄文書送付

①廃棄文書
目録送付

②文書送付依頼

③廃棄文書送付

送付以外の文書
は、所管課及び文
書主管課で廃棄

廃棄文書目録から選
別し、歴史的公文書
の送付を依頼

引 継 ・ 廃 棄 の 流 れ

３ 第４種の場合

所管課保存

所管課 公文書館

①廃棄目録送付

②文書送付依頼

③文書送付

歴史的公文書
保存

廃棄

送付文書以外は
所管課で廃棄



引 継 ・ 廃 棄 の 流 れ

４ 電子決裁文書場合

所管課 文書主管課 行政情報課 公文書館

引継 引継
データ送付

文書管理システムで
保存するため、シス
テムを所管している
行政情報課保存

公文書館に送付後
データ削除

廃棄決定後データ
を公文書館に送付

歴史的公
文書保存

その他
データ
消去

歴 史 的 公 文 書 選 別 方 法

１ 公文書館保存公文書

保存延長

廃棄 第１次選別 第２次選別

２ 所管課及び文書主管課保存公文書

保存延長

廃棄
廃棄文書目録に
より第１次選別

送付文書により
第２次選別

館長・係長・専
門嘱託職員１名
の３名で選別

職員全員と専門
嘱託職員２名の
計６名で選別

館長・係長・専
門嘱託職員１名
の３名で選別

※選別については、選別基準により選別を行う。

職員全員と専門
嘱託職員２名の
計６名で選別

※目次のみで選別のため
疑わしい物は、選別する




